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研究成果の概要（和文）：　今回の研究は、平成21～23年度の科学研究費補助金（挑戦的萌芽研究）による「児
童生徒の反社会的行動に及ぼす非社会性要因の影響について」を踏まえ、調査地点を増やしつつ再検証を試みた
ものである。
　小５から中３までの５年にわたる追跡調査の結果から得られた知見は、「自己有用感」の改善は、①いじめや
暴力の加害生徒の出現に直接に影響を及ぼす可能性は低く、むしろ、②被害生徒の出現に影響を及ぼす可能性が
高い。ただし、③リアルタイムに影響を直接に及ぼすというより、学級や学年の雰囲気の改善をもたらすこと
で、次学期における生徒間トラブルを減らしたり、それがエスカレートすることを防いだりする。

研究成果の概要（英文）： This study is based on my previous study 'Jidou-seito no Han-syakaiteki 
Koudou ni Oyobosu Hi-syakaisei Youin no Eikyou nituite' (Grant-in-Aid for Challenging Exploratory 
Research 2009-2011).
 The three findings from the present longitudinal survey from 5th grader to 9th grader are as below;
 1) The low possibility that Jiko-Yuyou-Kan (social self efficusy) affects directly to reduce 
assailants of Ijime and Bouryoku (bullying and violence), 2) the high possibility that 
Jiko-Yuyou-Kan can affect to reduce victims of Ijime and Bouryoku, however, 3) the mechanism that 
Jiko-Yuyou-Kan affects not directly to reduce victims in real time but indirectly to reduce troubles
 among students and stop the escalation from such troubles to serious Ijime and Bouryoku in next 
term. Namely, it affects to change the climate of classroom and schools at first and reduce victims 
of Ijime and Bouryoku as a result.
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〜23
究）「児童生徒の反社会的行動に及ぼす非社
会性要因の影響について」である。この
研究の基本的なアイディアは、非社会性の研
究で培われた視点・手法・教育実践を、「暴
力行為」や「非行」という反社会的行動に適
用することにより、新たな知見や成果を得よ
うというものであった。
 研究代表者は、この
中で、「いじめ」に関する追跡的調査（３年
以上にわたるもの）を様々な対象で実施し、
それまでのいじめ問題に対する思い込みを
エヴィデンスに基づいて棄却し、さらに効果
的な対応策の提言とその対応策の有効性を
も実証してきた。いじめ問題を非社会性の問
題として捉えるべきという知見も、その一つ
であった。
 かつて、いじめ行為は、一般的な暴力行為
等と同様、反社会的行動と解釈されてきた。
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行動の出現の違い、
的行動に対する未然防止効果、を明らかにす
ることにした。具体的には、この十数年間｢荒
れている｣とされてきた
１校、小学校２校、計３校）の協力を得て、
複数の追跡調査を行ってきた。
 この校区の特徴は経済的に大変な家庭が
多いこと、そのことと関連して｢自己有用感｣
の低い児童生徒が多いこと、そうしたことが
小中学校での｢問題行動｣の背景にあること
が指摘されており、中学校になってからの対
応だけでは事態は改善しなかった。そこで、
３年間の研究の中では、小学校６年生に焦点
を絞り、彼らの社会性を高めるべく１年間に
わたって小学校１年生に対する｢お世話活
動｣に取り組ませ、その間の社会性の向上を
確認するとともに、中学進学後の社会性変容
についても追跡調査を行った。
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性は、小６時点のみならず、適切な小中連携
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上回り続け
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っており、ほぼ同様の成果が得られている。
さらに特筆すべきは、取組を実施した学年を
中心に中学校における｢問題行動｣が激減し
ている。暴力行為や喫煙はもちろんのこと、
長期欠席者やいじめ
に減少している。こうした成果は、国立教育
政策研究所生徒指導研究センター
も紹介されてきた
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長期欠席者やいじめについても、
に減少している。こうした成果は、国立教育
政策研究所生徒指導研究センター
も紹介されてきた（国立教育政策研究所生徒
究センター『校区ではぐく
。 

２．研究の目的 
今回の研究では、初年度（
年度までの研究をそのまま受け継ぎ、

小６時の非社会性対策が中３時点まで持続
しうるかどうかを確かめ、続く２〜５年度に
ついては、新たな中学校区２地点において、
同様の取組で同様の成果が上がるか否かに
ついて、再び小６から中３までの４年間の追
跡調査を実施し、この間に得られた知見の再
検証と一般化を行うことを目的と

究の方法 
初年度は挑戦的萌芽研究で調査を行って

きたＡ中学校区において、２〜５年度は新た
なＢ中学校区・Ｃ中学校区において、以下の
①〜③の調査を行い、非社会性対策
反社会的行動に対する抑制効果
検証することを計画した
研究申請時に予定していた

小中学校における子どもの「非社会性」
が暴力行為や非行等の「反社会的行動」に及

その影響の程度による反社会的
非社会性対策の反社会

的行動に対する未然防止効果、を明らかにす
ることにした。具体的には、この十数年間｢荒

中学校区（中学校
１校、小学校２校、計３校）の協力を得て、
複数の追跡調査を行ってきた。 
この校区の特徴は経済的に大変な家庭が
多いこと、そのことと関連して｢自己有用感｣
の低い児童生徒が多いこと、そうしたことが
小中学校での｢問題行動｣の背景にあること
が指摘されており、中学校になってからの対
応だけでは事態は改善しなかった。そこで、
３年間の研究の中では、小学校６年生に焦点
を絞り、彼らの社会性を高めるべく１年間に
わたって小学校１年生に対する｢お世話活
動｣に取り組ませ、その間の社会性の向上を
確認するとともに、中学進学後の社会性変容
についても追跡調査を行った。 
すると、小学校６年生時に高められた社会
性は、小６時点のみならず、適切な小中連携
が行われたこととも相まって、中学１年時に
下がることはなく、さらに中学２年

時においても大きくは下がらず（７月調査時
点）、常に上の学年が示してきた値を大きく
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①児童生徒に対する質問紙調査 
Ａ中学校区については平成 24 年度の中学
１年生から中学３年生（平成 21 年度当時の
小学４年生から中学１年生に当たる。ただし
当時の中学１年生は卒業しているため除く）
を対象とする。各学年 150〜200 名程度。Ｂ・
Ｃ中学校については、小学６年生以上中学校
３年生までを対象とする。 
a.問題行動測定調査 
暴力行為等の児童生徒の反社会的行動の
有無やその傾向を測定するための調査。年に
２回、６月と 11 月に実施。 
b.社会性測定調査 
児童生徒の社会性の状況を測定するため
の調査。年に３回、７月・12 月・３月に実施。 
②教師からの聞き取り調査（研究会を兼ねる） 
 教師の目から見て暴力傾向や非行傾向が
見られる児童生徒に関する情報収集。①の質
問紙調査によって測定される結果を補完す
る。年に３回、４月・９月・１月に実施。 
③学校による教育実践の記録 
 社会性育成のための実践の実施状況、反社
会的行動に対する指導等に関する記録。①の
程を裏付ける資料として年に３回、②の聞き
取り調査時の４月・９月・１月に提出しても
らう。 
 
しかしながら、Ａ中学校区から調査負担の
軽減を求められたことから、b.社会性測定調
査をいじめや暴力行為についても測定でき
るものへと変更して年に３回実施すること
とし、a.問題行動測定調査を省略することと
した。それに伴い、反社会的行動に対する指
導等に関する記録の提出も省略することと
した。 
 また、Ｂ・Ｃ中学校区における調査は、１
年間で中断する結果になった。そこで、急遽、
Ｄ・Ｅ中学校区に協力を依頼し、２年目の３
月から３年目と４年目に協力してもらうこ
ととした。 
 その結果、Ａ中学校区においては、２巡目
の検証を小６から中３まで追跡する形で行
うことができたが、Ｄ・Ｅ中学校区において
は、小６から中１時点までの部分的な検証に
とどまることとなった。 

４．研究成果 
 ここで紹介するのは、改訂版の b.社会性測
定調査を用いたＡ中学校区のデータの分析
結果である。平成 24 年度の小学校５年生約
140 名が、平成 25 年度に小学校６年生になっ
て小学校１年生に対する１年間にわたる｢お
世話活動｣に取り組み、その後、平成 26 年度
から中学校に進学して平成 28 年度に中学３
年生を終えるまでの５年間について、社会性
の変容といじめや暴力行為の被害経験と加
害経験の推移を見ていく。 
 下の図には、小学校５年生の３月時点以降
の社会性（その主たるものとして、自己肯定
感に関する項目と自己有用感に関する項目）
と、小学校６年生の３月時点以降のいじめや
暴力の経験について、平均値の推移を示した。
いずれの数値も、５件法の選択肢を点数化し、
数値が高いほど好ましい結果になるように
変換して図示した。 
 実際の質問項目は以下の通りである。 
 
「自己肯定感」 
・わたしは、今の自分が好きです 
・わたしには、いろいろなよいところがあり
ます 
「自己有用感」 
・わたしは、クラスの人の役に立っていると
感じています 
・わたしは、他の学年の人の役に立っている
と感じています 
「暴力の被害経験」 
・ 叩かれたり、けられたり、強く押された
りした 
「いじめの被害経験」 
・暴力ではないが、いじわるをされたり、イ
ヤな思いをさせられたりした 
「暴力の加害経験」 
・叩いたり、けったり、強く押したりした 
「いじめの加害経験」 
・暴力ではないが、いじわるをしたり、イヤ
な思いをさせたりした 
 
 この図から分かることを順に示していく
ことにする。 
1)小学校６年生の「お世話活動」により、小
学校６年生の間に「自己有用感」は大きく

 



向上する。 
2)中学１年生になって最下学年になること
で、小学校６年生で獲得した「自己肯定感」
や「自己有用感」は低下する。ただし、中
１の３学期には、中学校の取組の成果によ
り、クラスの中での「自己有用感」と他学
年に関する「自己有用感」が向上する。 
3)中学２年生になると、再び「自己肯定感」
や「自己有用感」は低下するものの、中学
２年生の３学期以降は中学３年生にかけ
て向上を続けていく。 
 
 ここまでの変化は、小６時の「お世話活動」
が他学年に関わる「自己有用感」の獲得をう
まく促すこと、しかし、中学校入学後はそれ
が低下すること、ただし、中学における「お
世話活動」によってそれは回復すること、そ
れでも、「お世話活動」の少ない時期にはや
はり低下すること、等を示しているものと考
えられよう。 
 では、そのような「自己有用感」の変化は、
実際にいじめや暴力の低下に影響を及ぼす
のか（予防になるのか）について見ていくこ
とにする。 
 
4)中学１年生の７月に「自己有用感」の低下
が見られた後の２学期の結果（中１の 12
月）を見ると、「暴力の被害経験」が大き
く低下している。 
さらに、 
5)中学１年生の 12 月にも「自己有用感」の
低下が見られた後の３学期の結果（中１の
３月）では、「暴力の被害経験」とともに
「いじめの被害経験」も低下している。 
ところが、 
6)中学１年生の３学期に「自己有用感」が大
きく向上した後の、中学２年生の１学期の
結果（中２の７月）では、「暴力の被害経
験」と「いじめの被害経験」が改善してい
る。 
 
 それ以降（中学２年生の後半）については、
一般にいじめも暴力も経験率が低下するこ
とがわかっているので、改善傾向が見られる
としても、「自己有用感」の影響とばかりは
言えない。ちなみに、「暴力の加害経験」に
ついては、少しずつではあるが一貫して改善
しており、「いじめの加害経験」についても、
中学１年生の１学期に低下した後は緩やか
に改善している。 
 このように見てくると、「自己有用感」の
改善は、①いじめや暴力の加害生徒の出現に
対して直接に影響を及ぼしている可能性は
低いこと、むしろ、②被害生徒の出現に対し
て影響を及ぼしている可能性が高いこと、そ
れも、リアルタイムに直接に影響を及ぼすと
言うよりも、③学級や学年の雰囲気の改善を
もたらすことにより、次の学期における生徒
間のトラブルを減らしたり、それがエスカレ
ートすることを防いだりする、との仮説が浮

かび上がってくる。 
 この仮説は、先行研究である「児童生徒の
反社会的行動に及ぼす非社会性要因の影響
について」が示した結果をも説明できるばか
りでなく、「自己有用感」の改善が「暴力の
被害経験」や「いじめの被害経験」に影響す
るメカニズム、すなわち学級や学校の雰囲気
を変えることを通して、いじめや暴力の低下
をもたらすことを示唆するものとして、貴重
な知見と言えよう。 
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